
甲 第 １１６ 号 議 案 

   地方自治法施行令第１５２条第１項第３号の規定による岡山市長の調査等の

対象となる法人の範囲を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 地方自治法施行令第１５２条第１項第３号の規定による岡山市長の調査等の対象となる

法人の範囲を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   地方自治法施行令第１５２条第１項第３号の規定による岡山市長の調査等の 

対象となる法人の範囲を定める条例の一部を改正する条例 

 地方自治法施行令第１５２条第１項第３号の規定による岡山市長の調査等の対象となる

法人の範囲を定める条例（平成２４年市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中第５号を第６号とし，第４号を第５号とし，第３号を第４号とし，第２号の次

に次の１号を加える。 

(3) 一般財団法人岡山市体育協会 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 一般財団法人岡山市体育協会の設立に伴い，当該法人を予算の執行に関する市長の調査

等の対象となる法人に加えるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１７ 号 議 案 

   岡山市特別職報酬等審議会設置条例の制定について 

 岡山市特別職報酬等審議会設置条例を次のように制定するものとする。 

平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

岡山市特別職報酬等審議会設置条例 

 （設置） 

第１条 議会の議員の議員報酬等の額について審議するため，地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき，岡山市特別職報酬等審議会（以下

「審議会」という。）を設置する。 

 （諮問） 

第２条 市長は，次条第１号から第４号までに関する条例を議会に提出しようとするとき

は，あらかじめ，当該報酬等の額について審議会に諮問するものとする。 

 （所掌事項） 

第３条 審議会は，市長の諮問に応じて，次に掲げる事項について審議する。 

(1) 議会の議員の議員報酬の額 

(2) 市長，副市長，教育長及び常勤の監査委員の給料の額 

(3) 市長及び副市長の退職手当の額 

(4) 政務活動費の額 

(5) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要と認める事項 

 （組織） 

第４条 審議会は，委員１０人以内で組織する。 

 （委員） 

第５条 委員は，必要の都度，学識経験者，市民その他市長が適当と認める者のうちから



市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は，委嘱の日から諮問事案に係る審議が終了するまでの間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

（会長等） 

第６条 審議会に会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，あらかじめ，会長の指名する委員が

その職務を代理する。 

（会議等） 

第７条 審議会の会議は，会長が招集し，会長が議長となる。 

２ 審議会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決

するところによる。 

４ 前項の場合においては，議長は，委員として議決に加わる権利を有しない。 

５ 審議会は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができ

る。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が審議会

に諮って定め，その他必要な事項については，市長が別に定める。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

  岡山市特別職報酬等審議会を設置するため，本条例を制定しようとするものである。 



甲 第 １１８ 号 議 案 

   岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

岡山市市税条例等の一部を改正する条例 

（岡山市市税条例の一部改正） 

第１条 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。  

第１１条中「及び第２号」を「，第２号及び第５号」に，「当該各号」を「第１号か

ら第４号まで」に改め，「掲げる期間」の次に「並びに第５号及び第６号に定める日ま

での期間」を加え，同条第２号中「第２９条の８第１項の申告書（法第３２１条の８第

１項，第２項，第４項又は第１９項の規定による申告書に限る。），」を削り，同条第

３号中「第２９条の８第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告

書を除く。），」を削り，同条に次の２号を加える。 

(5) 第２９条の８第１項の申告書（法第３２１条の８第１項，第２項，第４項又は第

１９項の規定による申告書に限る。）に係る税額（次号に掲げるものを除く。） 

当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日 

(6) 第２９条の８第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書

を除く。）でその提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日又はその

日の翌日から１月を経過する日 

  第２４条の４第３項中「１００分の１２．１」を「１００分の８．４」に改める。 

  第２９条の２第１項中「規定によつて」を「規定により」に，「においては」を「に 

は」に，「すでに」を「既に」に，「次項」を「この条」に改め，同条第２項中「次 

項」の次に「及び第４項」を加え，同条第３項中「変更し」を「変更し，」に，「から



第１項」を「から同項」に改め，同条に次の１項を加える。 

  ４ 第２項の場合において，所得税の納税義務者が修正申告書を提出し，又は国の税務

官署が所得税の更正（納付すべき税額を増加させるものに限り，これに類するものを

含む。以下この項において「増額更正」という。）をしたとき（国の税務官署が所得

税の更正（納付すべき税額を減少させるものに限り，これに類するものを含む。以下

この項において「減額更正」という。）をしたことに基因して，第１項の規定により

その賦課した税額が減少した後に，その賦課した税額が増加したときに限る。）は，

その追徴すべき不足税額（当該減額更正前に賦課した税額から当該減額更正に基因し

て変更した税額を控除した金額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまで

の部分に相当する税額に限る。以下この項において同じ。）については，次に掲げる

期間（令第４８条の９の９第４項各号に掲げる市民税にあつては，第１号に掲げる期

間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

    (1) 第２８条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税

通知書が発せられた日までの期間 

    (2) 当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日（当該減

額更正が更正の請求に基づくものである場合には，同日の翌日から起算して１年を

経過する日）の翌日から増額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せ

られた日までの期間 

第２９条の８第３項中「の申告書」を「に規定する申告書」に，「場合で」を「場合 

において，」に改め，同条第４項中「の申告書」を「に規定する申告書」に，「場合 

で」を「場合において，」に改め，同条中第６項を第７項とし，第５項を第６項とし，

第４項の次に次の１項を加える。 

  ５ 第３項の場合において，法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項

において「修正申告書」という。）の提出があつたとき（当該修正申告書に係る市民

税について同条第１項，第２項，第４項又は第１９項に規定する申告書（以下この項

において「当初申告書」という。）が提出されており，かつ，当該当初申告書の提出

により納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを含む。以下この項にお

いて「減額更正」という。）があつた後に，当該修正申告書が提出されたときに限



る。）は，当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額 

（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限 

る。）については，次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法

人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正があるべきことを予知し

て提出した修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民

税にあつては，第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から

控除する。 

    (1) 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があつた日（その日が当該申

告に係る市民税の納期限より前である場合には，当該納期限）の翌日から当該減額

更正の通知をした日までの期間 

    (2) 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が，更正の請求に基づくもの（法人

税に係る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正（法人税に係

る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合には，当該減額更正の

通知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書を

提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の適用がある場合において，当該修

正申告書がその提出期限前に提出されたときは，当該修正申告書の提出期限）まで

の期間 

  第２９条の１２第２項中「についても」を「がある場合には，」に，「によるものと

する。なお」を「とし」に，「ときは」を「場合には」に改め，同条第３項中「の申告

書」を「に規定する申告書」に，「場合にあつては」を「場合には」に改め，「受けた

こと」の次に「。次項第２号において同じ。」を加え，同条に次の１項を加える。 

  ４ 第２項の場合において，法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項

において「修正申告書」という。）の提出があつたとき（当該修正申告書に係る市民

税について同条第１項，第２項，第４項又は第１９項に規定する申告書（以下この項

において「当初申告書」という。）が提出されており，かつ，当該当初申告書の提出

により納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを含む。以下この項にお

いて「減額更正」という。）があつた後に，当該修正申告書が提出されたときに限

る。）は，当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額



（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限 

る。）については，次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法 

人が提出した修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１５の５第３項に規定する市

民税にあつては，第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間か

ら控除する。 

    (1) 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があつた日（その日が当該申

告に係る市民税の納期限より前である場合には，当該納期限）の翌日から当該減額

更正の通知をした日までの期間 

    (2) 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が，更正の請求に基づくもの（法人

税に係る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正（法人税に係

る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合には，当該減額更正の

通知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書に

係る更正の通知をした日までの期間 

    第３５条中「第１４号まで」の次に「又は第１６号」を加える。 

第３６条の２中「第１４号まで及び」を「第１４号まで，第１６号又は」に改める。 

    附則第４条を次のように改める。 

    （特定一般用医薬品等購入費を支払つた場合の医療費控除の特例） 

  第４条 平成３０年度から平成３４年度までの各年度分の個人の市民税に限り，法附則

第４条の４第３項の規定に該当する場合における第２４条の３の規定による控除につ

いては，その者の選択により，同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２

号を除く。）」と，「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定 

により読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限 

る。）」として，同条の規定を適用することができる。 

    附則第９条の２の２中第１０項を第１７項とし，第９項を第１５項とし，同項の次に

次の１項を加える。 

  １６ 法附則第１５条第４２項に規定する条例で定める割合は，５分の４とする。 

   附則第９条の２の２中第８項を第１４項とし，第７項を第８項とし，同項の次に次の

５項を加える。 



  ９ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する条例で定

める割合は，３分の２とする。 

  １０ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は，３分の２とする。 

  １１ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は，２分の１とする。 

  １２ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は，２分の１とする。 

  １３ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は，２分の１とする。 

   附則第９条の２の２中第６項を第７項とし，第５項の次に次の１項を加える。 

  ６ 法附則第１５条第２９項に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

  附則第９条の３第３項第５号中「費用」の次に「及び令附則第１２条第３６項に規定

する補助金等」を加える。    

（岡山市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 岡山市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年市条例第４４号）の一部を次

のように改正する。 

附則第１６項中「，新条例」を「，岡山市市税条例」に，「掲げる新条例」を「掲げ

る同条例」に改め，同項の表第１１条第３号の項中「第２９条の８第１項の申告書（法

第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。），」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

  (1) 第 1 条中岡山市市税条例第１１条の改正規定並びに同条例第２９条の２，第２９条

の８及び第２９条の１２の改正規定並びに第２条の規定並びに次項及び附則第５項の

規定 平成２９年１月１日 

(2) 第１条中岡山市市税条例第２４条の４第３項の改正規定及び附則第４項の規定 平



成２９年４月１日 

  (3) 第１条中岡山市市税条例附則第４条の改正規定及び附則第３項の規定 平成３０年

１月１日 

  （市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）第２９条の

２第４項の規定は，前項第１号に掲げる規定の施行の日以後に新条例第２９条の２第２

項に規定する納期限が到来する個人の市民税に係る延滞金について適用する。 

３ 新条例附則第４条の規定は，平成３０年度以後の年度分の個人の市民税について適用

する。 

４ 新条例第２４条の４第３項の規定は，附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日以後

に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の

市民税について適用し，同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始

した連結事業年度分の法人の市民税については，なお従前の例による。 

５ 新条例第２９条の８第５項及び第２９条の１２第４項の規定は，附則第１項第１号に

掲げる規定の施行の日以後に新条例第２９条の８第３項又は第２９条の１２第２項に規

定する納期限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。 

  （固定資産税に関する経過措置） 

６ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，平成２８

年度以後の年度分の固定資産税について適用し，平成２７年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 

７ 新条例附則第９条の２の２第６項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れ，又は改良される地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）

第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」とい

う。）附則第１５条第２９項に規定する償却資産に対して課する平成２９年度以後の年

度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例附則第９条の２の２第９項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以

後の年度分の固定資産税について適用する。 



９ 新条例附則第９条の２の２第１０項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取得

される新法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備に対して課する平成２９年度

以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１０ 新条例附則第９条の２の２第１１項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取

得される新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１１ 新条例附則第９条の２の２第１２項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取

得される新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１２ 新条例附則第９条の２の２第１３項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取

得される新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１３ 新条例附則第９条の２の２第１６項の規定は，平成２８年４月１日以後に新たに取

得される新法附則第１５条第４２項に規定する家屋及び償却資産に対して課する平成２

９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１４ 新条例附則第９条の３第３項第５号の規定は，平成２８年４月１日以後に改修され

る新法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修住宅又は同条第１０項に規定

する区分所有に係る家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

  （都市計画税に関する経過措置） 

１５ 新条例附則第９条の２の２第１６項の規定は，平成２８年４月１日以後に取得され

る新法附則第１５条第４２項に規定する家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分

の都市計画税について適用する。 

提案理由 

 地方税法の一部改正に伴い，法人市民税法人税割の税率の見直し及び固定資産税等に係

る課税標準の特例措置その他所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとする



ものである。 



甲 第 １１９ 号 議 案 

   岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例の一部を改 

正する条例 

岡山市地方活力向上地域における固定資産税の特例に関する条例（平成２８年市条例第

６号）の一部を次のように改正する。  

第１条及び第４条第１項第７号中「第５条第４項第４号」を「第５条第４項第５号」に

改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 地域再生法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようと

するものである。 



甲 第 １２０ 号 議 案 

   岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正 

する条例の制定について 

 岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正 

する条例 

 岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第９

６号）の一部を次のように改正する。 

 第４６条第８号イの表中「同条第３項第２号，第３号及び第９号」を「同条第３項第３

号，第４号及び第１０号」に，「外気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備

（同条第３項第１号に規定する国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものその他有効に

排煙することができると認められるものに限る。）を有する付室」を，「付室（階段室が

同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を除き，同号に規定する構造を有するもの

に限る。）」に改める。 

第５５条第２項第５号，第６１条第９号及び第１０３条第８号中「中学校」の次に「，

義務教育学校」を加える。 

附則に次の見出し及び４条を加える。 

 （保育所の職員配置に係る特例） 

第１１条 保育の需要に応ずるに足りる保育所，認定こども園（子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的

保育事業等が不足していることに鑑み，当分の間，第４８条第２項ただし書の規定を適



用しないことができる。この場合において，同項本文の規定により必要な保育士が１人

となるときは，当該保育士に加えて，市長が保育士と同等の知識及び経験を有すると認

める者を置かなければならない。 

第１２条 前条の事情に鑑み，当分の間，第４８条第２項に規定する保育士の数の算定に

ついては，幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職員免許法

（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有する

者を，保育士とみなすことができる。 

第１３条 附則第１１条の事情に鑑み，当分の間，１日につき８時間を超えて開所する保

育所において，開所時間を通じて必要となる保育士の総数が，当該保育所に係る利用定

員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を超えるときは，第４８条第２項に

規定する保育士の数の算定については，市長が保育士と同等の知識及び経験を有すると

認める者を，開所時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置

かなければならない保育士の数を差し引いて得た数の範囲で，保育士とみなすことがで

きる。 

第１４条 前２条の規定を適用するときは，保育士（法第１８条の１８第１項の登録を受

けた者をいい，附則第３条又は前２条の規定により保育士とみなされる者を除く。）を，

保育士の数（前２条の規定の適用がないとした場合の第４８条第２項により算定される

ものをいう。）の３分の２以上，置かなければならない。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）の一部改正

に伴い，保育所の職員配置に係る特例を定めるとともに，設備の基準及び児童指導員等の

資格要件を改めるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２１ 号 議 案 

   岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を 

改正する条例の制定について 

 岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条 

例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を 

改正する条例 

 岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条例 

第１２１号）の一部を次のように改正する。 

 第２８条第７号イの表４階以上の階の部避難用の項及び第４３条第８号イの表４階以上 

の階の部避難用の項中「外気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備（同条第３ 

項第１号に規定する国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものその他有効に排煙するこ 

とができると認められるものに限る。）を有する付室を通じて連絡することとし，かつ， 

同条第３項第２号，第３号及び第９号」を「付室（階段室が同条第３項第２号に規定する 

構造を有する場合を除き，同号に規定する構造を有するものに限る。）を通じて連絡する 

こととし，かつ，同条第３項第３号，第４号及び第１０号」に改める。 

附則に次の見出し及び４条を加える。 

 （小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例） 

第６条 保育の需要に応ずるに足りる保育所，認定こども園（子ども・子育て支援法第２ 

７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等が不足していることに 

鑑み，当分の間，第２９条第２項各号又は第４４条第２項各号に定める数の合計数が１ 

となるときは，第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の数は１人以上と 



することができる。ただし，配置される保育士の数が１人となるときは，当該保育士に 

加えて，保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者を置かなければならな 

い。 

第７条 前条の事情に鑑み，当分の間，第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保 

 育士の数の算定については，幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状 

 （教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項に規定する普通免許状を 

 いう。）を有する者を，保育士とみなすことができる。 

第８条 附則第６条の事情に鑑み，当分の間，１日につき８時間を超えて開所する小規模 

 保育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所（以下この条において「小規模保育事 

 業所Ａ型等」という。）において，開所時間を通じて必要となる保育士の総数が当該小 

規模保育事業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数 

を超えるときは，第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の数の算定につ 

いては，保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者を，開所時間を通じて 

必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数

を差し引いて得た数の範囲で，保育士とみなすことができる。 

第９条 前２条の規定を適用するときは，保育士（法第１８条の１８第１項の登録を受け 

 た者をいい，第２９条第３項若しくは第４４条第３項又は前２条の規定により保育士と 

 みなされる者を除く。）を，保育士の数（前２条の規定の適用がないとした場合の第２ 

 ９条第２項又は第４４条第２項により算定されるものをいう。）の３分の２以上，置か 

 なければならない。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の

一部改正に伴い，小規模保育事業所Ａ型等の職員配置に係る特例を定めるとともに，設備

の基準を改めるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２２ 号 議 案 

   岡山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 岡山市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年市条例第１２０号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第３項の表備考第１項中「。以下この項」の次に「及び附則第６条」を加える。 

第１３条第１項中「第６条（第３項及び第５項を除く。）」の次に「，第７条」を加え，

同項の表第５条（見出しを含む。），第６条の見出し並びに同条第１項，第２項，第４項

及び第６項，第９条の見出し並びに同条第１項，第２項及び第４項，第１１条，第１２条，

第１５条第２項から第５項まで，第２０条並びに第２１条第１項，第３項及び第４項の項

中「第６項」の次に「，第７条の見出し並びに同条第１項から第４項まで及び第７項」を

加え，同表第６条第４項及び第９条第１項の項の次に次のように加える。 

第７条第６項 児童福祉施設は 幼保連携型認定こども園は 

児童等の 園児の 

他の児童福祉施設 他の児童福祉施設又は学校園 

第７条第７項 乳児又は幼児（以下「乳幼

児」という。） 

園児 

 附則に次の見出し及び４条を加える。 



（幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例） 

第５条 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において，第５条

第３項本文の規定により必要となる園児の教育及び保育に直接従事する職員（以下「職

員」という。）の数が１人となる場合には，当分の間，同項の規定により置かなければ

ならない職員のうち１人は，同項の表備考第１項の規定にかかわらず，市長が保育教諭

と同等の知識及び経験を有すると認める者とすることができる。 

第６条 第５条第３項の表備考第１項に定める者については，当分の間，小学校教諭又は

養護教諭の普通免許状を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭と

して従事している者を除く。以下「小学校教諭等免許状所持者」という。）をもって代

えることができる。この場合において，当該小学校教諭等免許状所持者は補助者として

従事する場合を除き，教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

第７条 １日につき８時間を超えて開所する幼保連携型認定こども園において，開所時間

を通じて必要となる職員の総数が，利用定員に応じて置かなければならない職員の数を

超える場合における第５条第３項の表備考第１項に定める者については，当分の間，開

所時間を通じて必要となる職員の総数から，利用定員に応じて置かなければならない職

員の数を差し引いて得た数の範囲で，市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると

認める者をもって代えることができる。この場合において，当該者は補助者として従事

する場合を除き，教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

第８条 前２条の規定により第５条第３項の表備考第１項に定める者を小学校教諭等免許

状所持者又は市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者をもって代える

場合においては，当該小学校教諭等免許状所持者並びに市長が保育教諭と同等の知識及

び経験を有すると認める者の総数は，第５条第３項の規定により置かなければならない

職員の数の３分の１を超えてはならない。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 



 幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準（平成２６年

内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号）の一部改正等に伴い，幼保連携型認定こども

園の職員の数等に係る特例を定めるとともに，非常災害対策に係る義務を定めるため，本

条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２３ 号 議 案 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例の一

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す   

る条例の一部を改正する条例 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例（平

成２７年市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「備考２」を「備考３」に，「備考３」を「備考４（ただし書を除

く。）」に改める。 

 別表第１備考２及び備考３を次のように改める。 

  ２ 支給認定子どもの属する世帯がＢ階層又はＣ階層１に該当する場合において，次

の各号に掲げる支給認定子どもに係る利用者負担額は，当該各号に定める額とする。 

   (1) 支給認定保護者に係る特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２

６年政令第２１３号）第１４条の２第１項に規定する特定被監護者等をいう。以

下同じ。）が２人以上いる場合において，それらのうち年齢の高い順から数えて

２人目の特定被監護者等である支給認定子ども この表の額に備考５の規定を適

用して得た額の２分の１に相当する額 

   (2) 支給認定保護者に係る特定被監護者等が３人以上いる場合において，それらの

うち年齢の高い順から数えて３人目以降の特定被監護者等である支給認定子ども 

０円 



  ３ 支給認定子どもの属する世帯がＣ階層２からＣ階層３までに該当する場合におい

て，次の各号に掲げる支給認定子どもに係る利用者負担額は，当該各号に定める額

とする。 

   (1) 同一世帯において，小学校（義務教育学校の前期課程を含む。以下この表にお

いて同じ。）の第１学年から第３学年までに在学する子ども又は特定小学校就学

前子ども（保育所，幼稚園，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第７６条第

２項に規定する特別支援学校の幼稚部，認定こども園，家庭的保育事業等（児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第２項に規定する家庭的保育事業

等をいう。），児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援若しく

は同条第３項に規定する医療型児童発達支援を利用し，又は同法第４３条の２に

規定する情緒障害児短期治療施設の通所部に入所している小学校就学前子どもを

いう。以下同じ。）が２人以上いる場合において，それらのうち年齢の高い順か

ら数えて２人目の子どもである支給認定子ども この表の額に備考５の規定を適

用して得た額の２分の１に相当する額 

   (2) 同一世帯において，小学校の第１学年から第３学年までに在学する子ども又は

特定小学校就学前子どもが３人以上いる場合において，それらのうち年齢の高い

順から数えて３人目以降の子どもである支給認定子ども ０円 

別表第１備考５中「備考４」を「備考５」に改め，同表備考５を同表備考６とし，同表

備考４中「備考５」を「備考６」に改め，同表備考４を同表備考５とし，同表備考３の次

に次のように加える。 

 ４ 備考２の規定にかかわらず，支給認定子どもの属する世帯が次に掲げる世帯であ

る場合において，Ｂ階層に該当するときの当該支給認定子どもに係る利用者負担額

は０円とし，Ｃ階層１に該当するときの当該支給認定子どもに係る利用者負担額は

この表に掲げる当該階層の利用者負担額から１，０００円を差し引いた額の２分の

１に相当する額とする。ただし，支給認定保護者に係る特定被監護者等が２人以上

いる場合において，それらのうち年齢の高い順から数えて２人目以降の特定被監護

者等である支給認定子どもに係る利用者負担額は，０円とする。 

  (1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に規定する配偶



者のない者で現に児童を扶養しているものの属する世帯 

  (2) 次に掲げる児（者）（障害者又は障害児であって，障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第１９条第３

項に規定する特定施設その他これに類する施設に入所又は入院をしていないもの

に限る。）の属する世帯 

   ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定によ

り身体障害者手帳の交付を受けた者 

   イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規定に

より療育手帳の交付を受けた者 

   ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

   エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定

める特別児童扶養手当の支給対象児童 

   オ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金

の受給者その他適当な者 

  (3) 支給認定保護者の申請に基づき，生活保護法第６条第２項に規定する要保護者

と同程度又は準ずる程度に困窮していると市長が認めた世帯 

別表第２備考３及び備考４を次のように改める。 

 ３ 支給認定子どもの属する世帯の所得割の額が５７，７００円未満の場合において，

次の各号に掲げる支給認定子どもに係る利用者負担額は，当該各号に定める額とす

る。 

   (1) 支給認定保護者に係る特定被監護者等が２人以上いる場合において，それらの

うち年齢の高い順から数えて２人目の特定被監護者等である支給認定子ども こ

の表の額の２分の１に相当する額 

   (2) 支給認定保護者に係る特定被監護者等が３人以上いる場合において，それらの

うち年齢の高い順から数えて３人目以降の特定被監護者等である支給認定子ども 

０円 

  ４ 支給認定子どもの属する世帯の所得割の額が５７，７００円以上の場合において，



次の各号に掲げる支給認定子どもに係る利用者負担額は，当該各号に定める額とす

る。ただし，支給認定保護者に係る特定被監護者等が３人以上いる場合において，

それらのうち年齢の高い順から数えて３人目以降の特定被監護者等である年齢が０

歳から２歳までの支給認定子どもであるとき（第２号に該当する場合を除く。）の

当該支給認定子どもに係る利用者負担額は，この表の額に第１号の規定を適用して

得た額の２分の１に相当する額とする。 

   (1) 同一世帯において，特定小学校就学前子どもが２人以上いる場合において，そ

れらのうち年齢の高い順から数えて２人目の特定小学校就学前子どもである支給

認定子ども この表の額の２分の１に相当する額 

   (2) 同一世帯において，特定小学校就学前子どもが３人以上いる場合において，そ

れらのうち年齢の高い順から数えて３人目以降の特定小学校就学前子どもである

支給認定子ども ０円 

別表第２備考５を同表備考６とし，同表備考４の次に次のように加える。 

 ５ 備考３及び備考４の規定にかかわらず，支給認定子どもの属する世帯が別表第１

備考４各号に掲げる世帯である場合において，次の各号に掲げる階層区分に該当す

るときの当該支給認定子どもに係る利用者負担額は，当該各号に定める額とする。

ただし，支給認定保護者に係る特定被監護者等が２人以上いる場合において，それ

らのうち年齢の高い順から数えて２人目以降の特定被監護者等である支給認定子ど

もに係る利用者負担額は，０円とする。 

  (1) Ｂ階層 ０円 

  (2) Ｃ階層１からＣ階層３まで この表に掲げる当該階層の利用者負担額から１，

０００円を差し引いた額の２分の１に相当する額 

  (3) 支給認定子どもの属する世帯の所得割の額が４８，６００円以上７７，１０１

円未満 この表に掲げる当該階層の利用者負担額の２分の１に相当する額 

   附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ 改正後の岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す

る条例は，平成２８年４月以後の月分の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等



の利用に関し，支給認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用について適用し，平成

２８年３月分までの支給認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用については，なお

従前の例による。 

提案理由 

 子ども・子育て支援法施行令の一部改正等に伴い，利用者負担額を改めるため，本条例

の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２４ 号 議 案 

岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例の制定について 

岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例 

岡山市児童遊園地条例（昭和４８年市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１大福川入第４遊園地の項を削る。 

  附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 大福川入第４遊園地を廃止するため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １２５ 号 議 案 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

 岡山市建築関係事務手数料条例（平成１２年市条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「及び都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）」を

「，都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）及び建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）」に改める。 

 第２条中「及び都市の低炭素化の促進に関する法律」を「，都市の低炭素化の促進に関

する法律及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に，「次条から第１２条

まで」を「次条から第１３条まで」に改める。 

 第１１条第１項各号を次のように改める。 

 (1) 住宅を新築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

  ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項

の登録住宅性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機関」という。）が交付する適

合証（当該長期優良住宅建築等計画が長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６

条第１項第１号から第５号までに掲げる基準に適合していることを証する書類をい

う。以下この項において同じ。）の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。

以下この条において同じ。） ６，１００円 



(ｲ) 共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下

この条において同じ。） 床面積（当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床

面積をいう。以下この項において同じ。）の区分に応じ，それぞれ次に定める額

を当該建築物における認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１０

０円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ａ ５００平方メートル以内のもの １２，３００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ２１，８

００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ３１，

４００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ５８，

８００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １

０１，２００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

１６６，９００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

２０５，３００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ２１８，９００円 

イ 登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書をいい，当該長期優良住

宅建築等計画に係る住宅が長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第

１号に掲げる基準のうち設計住宅性能評価書の項目となる部分に適合していること

を証するものに限る。）の写しの提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 １５，８００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物におけ

る認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があ



るときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ａ ５００平方メートル以内のもの ５８，４００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ９２，３

００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの １７

７，８００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ３０

０，９００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの ４

６６，６００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

８４４，０００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

１，１５４，５００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの １，３９６，７００円 

ウ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ４６，１００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物におけ

る認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があ

るときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ａ ５００平方メートル以内のもの １０８，８００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの １７４，

１００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ３４

４，２００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ６１

６，５００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １，



０６０，０００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

１，９６１，２００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

２，８０２，３００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ３，４３２，９００円 

(2) 住宅を増築又は改築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

  ア 適合証の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) 一戸建ての住宅 ９，３００円 

   (ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物におけ

る認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があ

るときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ａ ５００平方メートル以内のもの １８，７００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ３３，３

００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ４７，

９００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ８９，

６００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １

５４，２００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

２５４，３００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

３１２，７００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ３３３，６００円 

  イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) 一戸建ての住宅 ７０，４００円 



   (ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物におけ

る認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があ

るときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ａ ５００平方メートル以内のもの １６５，７００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ２６５，

３００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ５２

４，３００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ９３

９，２００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １，

６１４，８００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

２，９８７，８００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

４，２６９，０００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ５，２２９，７００円 

 第１１条第３項各号を次のように改める。 

 (1) 住宅を新築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る

部分の認定長期優良住宅建築等計画の変更について，登録住宅性能評価機関が交付

する当該変更の内容に係る適合証（当該変更後の認定長期優良住宅建築等計画が同

号に掲げる基準に適合していることを証する書類をいう。以下この項において同

じ。）及び設計住宅性能評価書（住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条第１

項に規定する設計住宅性能評価書をいい，当該変更後の認定長期優良住宅建築等計

画に係る住宅が同号に掲げる基準のうち設計住宅性能評価書の評価項目となる部分

に適合していることを証するものに限る。以下この号において同じ。）の写しの提

出がない場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



(ｱ) 一戸建ての住宅 ２３，０００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積（当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積のうち

当該変更に係る部分の２分の１（床面積の増加する部分にあっては，当該増加す

る部分）の床面積をいう。以下この項において同じ。）の区分に応じ，第１項第

１号ウ（イ）にそれぞれ定める額を当該建築物における変更の認定の申請に係る

住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数

金額を切り捨てた額） 

イ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る

部分の認定長期優良住宅建築等計画の変更について，設計住宅性能評価書の写しの

提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ７，９００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第１号イ（イ）にそれぞれ定める額

に２分の１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の

数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を

切り捨てた額） 

ウ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ３，０００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第１号ア（イ）にそれぞれ定める額

に２分の１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の

数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を

切り捨てた額） 

(2) 住宅を増築又は改築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る

部分の認定長期優良住宅建築等計画の変更について，適合証の提出がない場合 次

に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ３５，２００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号イにそれぞれ定める額に２分

の１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除



して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨

てた額） 

イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ４，６００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号アにそれぞれ定める額に２分

の１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除

して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨

てた額） 

 第１２条第１項第１号中「以下この項において同じ。）」を「）又は登録住宅性能評価

機関が交付する設計住宅性能評価書（当該低炭素建築物新築等計画が日本住宅性能表示基

準（平成１３年国土交通省告示第１３４６号）別表１の５の５－１断熱等性能等級に係る

評価が等級４であって，かつ，同表の５の５－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が

等級５であることを証するものに限る。）の写し」に改め，同項第２号中「適合証の提出

がない」を「その他の」に改め，同条第３項第１号中「以下この項において同じ。）」を

「）又は登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（当該変更後の低炭素建築

物新築等計画が日本住宅性能表示基準別表１の５の５－１断熱等性能等級に係る評価が等

級４であって，かつ，同表の５の５－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級５で

あることを証するものに限る。）の写し」に改め，同項第２号中「変更適合証の提出がな

い」を「その他の」に改める。 

第１６条を第１７条とし，第１３条から第１５条までを１条ずつ繰り下げ，第１２条の

次に次の１条を加える。 

（建築物エネルギー消費性能向上計画等の認定申請手数料） 

第１３条 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第１項の規定による

建築物エネルギー消費性能向上計画（同法第２９条第１項に規定する建築物エネルギー

消費性能向上計画をいう。以下この条において同じ。）の認定の申請（次項に掲げる申

請を除く。）に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該

各号に定める額とする。 

(1) 登録建築物調査機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該申請に



係る建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第３０条第１項各号に掲げる基準に適合していることを証する書類をいう。）

又は登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（当該申請に係る建築物エ

ネルギー消費性能向上計画が日本住宅性能表示基準別表１の５の５－１断熱等性能等

級に係る評価が等級４であって，かつ，同表の５の５－２一次エネルギー消費量等級

に係る評価が等級５であることを証するものに限る。以下この条において同じ。）の

写しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

  ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。

以下この条において同じ。） ４，８００円 

  イ 非住宅部分を有しない共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外

の住宅をいう。以下この条において同じ。） 床面積の区分に応じ，それぞれ次に

定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２０，８００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ４６，５０

０円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの ８３，４００円 

  ウ 非住宅建築物（非住宅部分のみにより構成される建築物をいう。以下この条にお

いて同じ。） 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２７，８００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ８３，４０

０円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの １３２，

０００円 

   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの １６６，

０００円 

   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの ２０８，０００円 



エ 複合建築物（非住宅部分を有する共同住宅等をいう。以下この条において同

じ。） 住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積の区

分に応じたウに定める額を合算した額 

 (2) その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

  ア 一戸建ての住宅 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの ３５，４００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの ３９，６００円 

  イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの ７１，５００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの １１９，０００ 

    円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ２０３，０

００円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの ２９１，０００円 

  ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める 

    額 

ａ モデル建物法（建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年

経済産業省令・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）に定める基

準のうち規則で定めるものをいう。以下このウにおいて同じ。）による場合  

９０，３００円 

ｂ 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下

このウにおいて同じ。）による場合 ２３６，０００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 １５１，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ３８２，０００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる



区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 ２４５，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ５４５，０００円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に掲げ

る区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 ３２０，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ６７２，０００円 

   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 ３８５，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ７９４，０００円 

   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に

定める額 

ａ モデル建物法による場合 ４５１，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ９０６，０００円 

エ 複合建築物 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。）によ

る場合 住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積の

区分に応じたウに定める額を合算した額 

   (ｲ) 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。）によ

る場合 住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面積の

区分に応じたウに定める額を合算した額 

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第２項の規定による申出が

ある場合の同条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に

対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物について第３条又は

第４条に定める額を合算した額とする。 

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３１条第１項の規定による認定建

築物エネルギー消費性能向上計画（同法第３２条に規定する認定建築物エネルギー消費



性能向上計画をいう。以下この条において同じ。）の変更の認定の申請に対する審査手

数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条第１項第１号に掲げる基

準に係る部分の認定建築物エネルギー消費性能向上計画の変更について，登録建築物

調査機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該変更の内容が同号に

掲げる基準に適合していることを証する書類をいう。）又は登録住宅性能評価機関が

交付する設計住宅性能評価書の写しの提出がない場合 第１項第２号に掲げる建築物

の区分に応じ，それぞれ当該手数料の額の２分の１に相当する額（その額に１００円

未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

 (2) その他の場合 第１項第１号に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ当該手数料の

額の２分の１に相当する額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金

額を切り捨てた額） 

４ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３１条第２項において準用する同

法第３０条第２項の規定による申出がある場合の同法第３１条第１項の規定による認定

建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，前

項に定める額と当該申請に係る建築物についての計画の変更に対する第３条又は第４条

に定める額を合算した額とする。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第２項の規定による建築物

エネルギー消費性能基準（同法第２条第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準

をいう。以下この項において同じ。）に適合している旨の認定の申請に対する審査手数

料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 登録建築物調査機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該申請に

係る建築物が建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを証する書類をい

う。）又は規則で定める書類の提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 ４，８００円 

イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 



   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２０，８００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ４６，５０

０円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの ８３，４００円 

  ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２７，８００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ８３，４０

０円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの １３２，

０００円 

   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの １６６，

０００円 

   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの ２０８，０００円 

エ 複合建築物 住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額と非住宅部分の床面

積に応じたウに定める額を合算した額 

 (2) その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

  ア 一戸建ての住宅 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

ａ 仕様基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下同

じ。）による場合 １８，０００円 

ｂ 性能基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下この

ア及びイにおいて同じ。）による場合 ３５，４００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

ａ 仕様基準による場合 １９，４００円 

ｂ 性能基準による場合 ３９，６００円 



  イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

ａ 仕様基準による場合 ３４，０００円 

ｂ 性能基準による場合 ７１，５００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ 仕様基準による場合 ５９，０００円 

ｂ 性能基準による場合 １１９，０００円 

   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ 仕様基準による場合 １０７，０００円 

ｂ 性能基準による場合 ２０３，０００円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

ａ 仕様基準による場合 １６１，０００円 

ｂ 性能基準による場合 ２９１，０００円 

  ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

   (ｱ) ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

ａ モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下

このウにおいて同じ。）による場合 ９０，３００円 

ｂ 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下

このウにおいて同じ。）による場合 ２３６，０００円 

   (ｲ) ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 １５１，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ３８２，０００円 



   (ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 ２４５，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ５４５，０００円 

   (ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に掲げ

る区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 ３２０，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ６７２，０００円 

   (ｵ) １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 ３８５，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ７９４，０００円 

   (ｶ) ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に

定める額 

ａ モデル建物法による場合 ４５１，０００円 

ｂ 標準入力法等による場合 ９０６，０００円 

エ 複合建築物 仕様基準又は性能基準（基準省令に定める基準のうち規則で定める

ものをいう。）による住宅部分の床面積の区分に応じたイに定める額とモデル建物

法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。）又は標準入力法等

（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。）による非住宅部分の床

面積の区分に応じたウに定める額を合算した額 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は， 

同日以後の申請に係るものについて適用する。 

提案理由 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行等に伴い，建築物エネルギー消



費性能向上計画等の認定申請手数料等を定めるため，本条例の一部を改正しようとするも

のである。 


